
 

＜保険給付の制限等にかかる実務上の取扱い等詳細＞  

支払方法の変更 保険給付の支払の一時差止
（償還払い化） 法令等根拠 法令等根拠

法第66条 法67条
対象者 第1号被保険者である要介護被保険者等が保険料を滞

納し、当該保険料の納期限から原則１年間が経過する
までの間に納付しない者

法第66条第1項
則第99条

第1号被保険者である要介護被保険者等が保険料を滞
納し、当該保険料の納期限から原則1年6月間が経過
するまでの間に納付しない者

法第67条第1項
則第103条

※納期限から１年間経過していなくても、市町村の判断
により適用可能

法第66条第2項 ※納期限から１年６月間経過していなくても、市町村の
判断により適用可能

法第67条第2項

概要 給付の償還払い化 法第66条第1項
法第66条第4項

保険給付の全部又は一部の支払の一時差止（控除） 法第67条第1項
法第67条第3項

※保険給付の一部：保険給付額（金額）を設定（サービ
ス種類での設定はない）

※償還払い化前提 ＱＡH13.7.30問14

適用 開始 支払方法変更の被保険者証への記載 法第66条第1項 ・一時差止の要件に合致して以降最初に被保険者に支
払うサービス費から
・被保険者あて通知「介護保険給付の支払一時差止通
知書」記載の期日までに保険料の納付がない場合

終了 支払方法変更の記載の被保険者証からの消除 法第66条第3項 以下の該当する場合終了

・滞納している保険料の完納
・滞納額の著しい減少
・災害その他特別の事情がある時

・滞納している保険料の完納
・滞納額の著しい減少
・災害その他特別の事情がある時
・滞納保険料相当額を控除

※償還払い化と同時終了

期間 支払方法変更の記載から消除されるまで 法第66条第4項 終了の要件に該当するまで 支払方法の変更
と同様の考え方
による

月途中の開始終了 あり ＱＡH13.7.30問1
ＱＡH13.9.28問3

あり 支払方法の変更
と同様の考え方
による

遡及適用解除 あり ＱＡH13.7.30問5 あり 支払方法の変更
と同様の考え方
による

適用対象 法第66条第4項 適用対象

施設サービス

サービス計画費 43 適用対象 法第66条第4項 適用対象
46 ※月途中で償還払い化の開始・終了となった場合、当

該月分は適用対象外
ＱＡH13.9.28問3 ※月途中で償還払い化と一時差止が同時に開始・終了

となった場合、当該月分は一時差止の適用対象外
※月途中で一時差止が開始された月の初日において
償還払い化が適用されている場合は、当該月分につい
て一時差止を適用

市町村特別給付 81 市町村の判断により適用 その他欄※1参照 適用対象 法第18条
福祉用具購入 41 償還払いのみのため対象外 適用対象 ＱＡH13.9.28問5

44
住宅改修 42

45
施行時・経過措置 94% 56
障害者・経過措置 97% 57
障害者・全額免除 100% 58
地方単独事業（原爆） 100% 81
原爆・被爆体験者医療 100% 86
結核予防法・適正医療（３４条） 95% 10
結核予防法・従業禁止（３５条） 100% 11
障害者自立支援・通院医療 100% 21
障害者自立支援・更生医療 100% 15
原爆・一般疾病医療 100% 19
特定疾患、血液凝固 100% 51
水俣病総合対策・メチル水銀 100% 88
有機ヒ素化合物・緊急措置 100% 87
石綿・救済措置 100% 66
中国残留邦人等 100% 25
生活保護法 100% 12

高額介護サービス費（公費高額振替処理） 支給する 支給しない

保険給付率 減免措置が適用される（制限措置は適用されない） 減免措置が適用される（制限措置は適用されない）

食事標準負担額 減免措置・制限措置ともに適用される 減免措置・制限措置ともに適用される

その他

その他欄※4参照

※3 利用者負担減免による保険給付率の引き上げは、災害等特別の事
情により当該措置が講じられており（施行規則第83条）、同措置の適用条
件は支払方法の変更の対象外条件（施行令第30条、施行規則第100条）
と一致しているため、保険給付率の引き上げ措置は講じられ、支払方法
の変更の措置は講じられない。食事標準負担額の減免は、支払方法の
変更の措置が講じられた場合においても適用される。

適用対象外 適用対象外

※4 高額介護サービス費は支給されない。（「保険給付の全部もしくは一
部」には高額介護サービス費も含まれるため）

※1 市町村特別給付は法定代理受領の対象でないため、法的には支払
い方法変更の対象とならないが、運用としては市町村の判断により現物
給付の取り扱いとしているため、同取り扱いとしている市町村において
は、当該市町村・国保連間での文書の取り交わしがあれば、他のサービ
スと同様に支払方法を変更される。

その他※2欄参
照

利用者負担減免
の取り扱い

※2 高額介護サービス費は支給される。（支払方法変更の措置がなされ
ただけであり、保険給付は行われるため）

※5 利用者負担減免による保険給付率の引き上げは、災害等特別の事
情により当該措置が講じられており（施行規則第83条）、同措置の適用条
件は一時差止の対象外条件（施行令第30条、施行規則第100条）と一致し
ているため、保険給付率の引き上げ措置は講じられ、一時差止の措置は
講じられない。食事標準負担額の減免は、一時差止の措置が講じられた
場合においても適用される。

滞納していた保険料を支払うことにより、償還払い適用期間（サービス提
供年月）の介護サービス費が現物給付されることはない。ただし、遡及適
用解除はあり得るため、内容に変更があった場合は、市町村から受給者
台帳の設定変更の情報が送付され、同情報登録後に国保連へ月遅れ請
求が行われた場合には、通常どおり支払決定されて問題ない。

その他※3欄参
照

その他欄※5参照

滞納していた保険料を支払うことにより、一時差止適用期間（サービス提
供年月）の介護サービス費が償還払いや現物給付されることはない。ただ
し遡及適用解除はあり得るため、内容に変更があった場合は、市町村か
ら受給者台帳の設定変更の情報が送付され、同情報登録後に国保連へ
月遅れ請求が行われた場合には、通常どおり支払決定されて問題ない。

ＱＡH13.7.30問14
令第32条
則第104条

サービス
提供年月

適用対象 適用対象法第66条第1項
則第98条
平成12年厚生省
告示第195号
令第30条
則第100条

サービス
種類

公費受給者

※適用対象
と適用対象
外両方の公
費受給者の
場合は、
「適用対象
外」となる

支払方法の変更
と同様の考え方
による

支払方法の変更
と同様の考え方
による

会議H10.4.21Ｐ．
451～454
会議H11.4.20Ｐ．
205
令第32条

適用対象外
※なお、支払方法変更の記載の原因となるべき滞納に
係る保険料の納期限において生活保護法の規定によ
る生活扶助を受けていた場合は適用対象となる。

特定入所者介護（予防）サービス

居宅（介護予防）サービス

地域密着型（介護予防）サービス

適用対象外
※なお、支払方法変更の記載の原因となるべき滞納に
係る保険料の納期限において生活保護法の規定によ
る生活扶助を受けていた場合は適用対象となる。

 



 

 

給付額減額等 第2号被保険者に係る保険給付の制限
法令等根拠 法令等根拠
法第69条 法第68条

対象者 法第69条第1項 第2号被保険者である要介護被保険者等について、当
該被保険者が納付義務を負う保険料等に未納がある
者

法第68条第1項

概要 法第69条3項
法第69条4項

給付の償還払い化
保険給付の全部又は一部の支払の一時差止

法第68条第1項
法第68条第3項
法第68条第4項

※保険給付の一部：保険給付額（金額）を設定（サービ
ス種類での設定はない）

※償還払い化と一時差止めは同時に行われ、別々（償
還払い化の措置が講じられ、その後一定期間をおいて
一時差止の措置が講じられる）に行われることはない。

適用 開始 法第69条第3項 保険給付差止の記載 法第68条第1項

終了 保険給付差止の記載の消除

期間 令第33条
令第34条
令附則第3条
則第111条

保険給付差止の記載から消除されるまで 法第68条第3項

月途中の開始終了 法第69条第3項 あり ＱＡH13.7.30問1
ＱＡH13.9.28問3

遡及適用解除 ＱＡH14.6.4問7 あり ＱＡH13.7.30問5

適用対象 法第68条第3項

施設サービス

支給しない

サービス計画費 43 適用対象外 法第69条第1項 適用対象
46 ※償還払い化・一時差止の措置は同時に行われること

から、月途中で措置が講じられた場合は、当該サービ
ス提供年月のサービス計画費は償還払い化・一時差止
措置の対象外となる。

市町村特別給付 81 ＱＡH14.6.4問５ 適用対象 その他欄※6参照
福祉用具購入 41 法第69条第1項

44
住宅改修 42

45 法第69条第3項
施行時・経過措置 94% 56 82%
障害者・経過措置 97% 57 91%
障害者・全額免除 100% 58 100%
地方単独事業（原爆） 100% 81 80%
原爆・被爆体験者医療 100% 86 80%
結核予防法・適正医療（３４条） 95% 10 95%
結核予防法・従業禁止（３５条） 100% 11 100%
障害者自立支援・通院医療 100% 21 100%
障害者自立支援・更生医療 100% 15 100%
原爆・一般疾病医療 100% 19 80%
特定疾患、血液凝固 100% 51 80%
水俣病総合対策・メチル水銀 100% 88 80%
有機ヒ素化合物・緊急措置 100% 87 80%
石綿・救済措置 100% 66 100%
中国残留邦人等 100% 25
生活保護法 100% 12

高額介護サービス費（公費高額振替処理）

保険給付率 減免措置が適用される（制限措置は適用されない）

食事標準負担額 減免措置・制限措置ともに適用される 減免措置・制限措置ともに適用される

その他 ＱＡH13.7.30問17

適用対象外 適用対象外
※なお、支払方法変更の記載の原因となるべき滞納に
係る保険料の納期限において生活保護法の規定によ
る生活扶助を受けていた場合は適用対象となる。

支給しない その他欄※6参照

第2号被保険者の給付制限に係る措置には、「給付額減額」の措置はな
い。

適用対象外

※6 適用されるサービス種類・公費負担医療の受給者に係る適用・高額
介護サービス費の支給・利用者負担減免の適用については、第1号被保
険者に係る保険給付の支払の一時差止措置と同様の取り扱いである。

給付減額期間開始前の高額介護サービス費については支給される。ただし、一
時差止の期間の高額介護サービス費は支給されない。

その他欄※6参照支払方法の変更・
一時差止と同様
の考え方による

法第69条第4項

利用者負担減免
の取り扱い

被保険者証に記載される開始日は必ず月の初日である。例えば記載を行う日
が11月15日であれば、開始日は12月1日となる。

保険料納期限から1年以上滞納しており、かつ時効となった
保険料がある被保険者については、「償還払い化」と「給付額
減額」は同時に行われる。

法第68条第2項
令第32条
則第108条、109
条
QAH13.7.30問15

ＱＡH13.7.30問14
令第32条
則第104条

適用対象 ＱＡH13.9.28問5

法第68条第3項
QAH13.9.28問3

適用対象

適用対象

減免措置が適用される（制限措置は適用されない）

法第69条第2項
令第35条
則第113条

法第69条第1項
令第35条
則第113条
ＱＡH14.6.4問1,問
2
記載要領

・未納医療保険料等の完納
・未納医療保険料等の著しい減少
・災害その他特別の事情がある時
・第2号被保険者が第1号被保険者となった場合
※償還払い化と同時終了

適用対象

適用対象法第69条第1項
法第69条第3項

支給しない（公費高額振替処理対象外）

第1号被保険者で、要介護認定、更新認定等をした場合にお
いて、保険料徴収権消滅期間がある者

保険給付の減額（９割→７割）
高額介護サービス費の不支給

なし

市町村の判断により適用

あり
・給付額減額の記載の消除要件に該当することが月途中で
明らかになり、同決定日後サービスを利用しない場合には、
事業者が給付額減額措置の記載が消除されたことを確認で
きず、7割分を請求する可能性が高いものであるため、市町
村においては2割分を被保険者に償還して差し支えない。

給付額減額の記載を受けた日の属する月の翌月の初日から

給付額減額の記載の消除

・災害その他特別の事情がある時
・給付額減額期間が経過した時

所定の算定方法により算出した期間

サービス
提供年月

サービス
種類

公費受給者

※適用対象
と適用対象
外両方の公
費受給者の
場合は、
「適用対象
外」となる

特定入所者介護（予防）サービス

居宅（介護予防）サービス

地域密着型（介護予防）サービス

（注）法：介護保険法、令：介護保険法施行令、則：介護保険法施行規則
　　　会議：全国介護保険担当課長（又は担当者）会議資料
　　　ＱＡ：保険料滞納者に対する保険給付の制限等に係るＱ＆Ａ　記載要領：老老発第31号介護給付費請求書等の記載要領について

 

国民健康保険団体連合会介護保険審査支払等業務の手引き（平成 22 年 4月版 国民健康保険中央会）より 


